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平成２９年度新城市病院事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 平成２９年度新城市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）病 床 数                 １９９床 

（２）年 間 患 者 数 

入   院               ４０，１５０人 

外   来               ９２，９６４人 

（３）一日平均患者数 

入   院                  １１０人 

外   来                  ３８１人 

（４）主要な建設改良事業 

      工事請負費              １９，３４０千円 

      医療器械購入費            ９０，０００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款 病院事業収益          ４，２４１，３５４千円 

第１項 医業収益           ３，５７９，５３３千円 

第２項 医業外収益            ５１４，８９８千円 

第３項 特別利益             １４６，９２３千円 

支          出 

第１款 病院事業費用          ４，３００，９１９千円 

第１項 医業費用           ４，１７３，２２９千円 

第２項 医業外費用            １２７，１８８千円 

第３項 特別損失                   ２千円 

第４項 予備費                  ５００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額２５３，９９３千円は過年度分損益勘定留保資金 

２５３，９９３千円で補てんするものとする。）。 

収         入 

第１款 資本的収入             ３５０，８９１千円 

 第１項 出資金               ８４，０１６千円 

第２項 負担金              ２６６，７３７千円 

第３項 その他収入                １３８千円 
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           支         出 

第１款 資本的支出             ６０４，８８４千円 

第１項 建設改良費            １３２，２６８千円 

第２項 投資               １１０，６８０千円 

第３項 企業債償還金           ３６１，９３６千円 

（一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）第７条に定める経費を除き予定支出の各項の経費 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費             ２，３５３，５３５千円 

（２）交際費                   １，０００千円 

（他会計からの補助金） 

第８条 病院事業の健全な財政運営に資するため一般会計からこの会計へ補助金を受

ける金額は、２３７，９８１千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、８２７，８５６千円と定める。 

（重要な資産の取得） 

第１０条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

種   類 名   称 数  量 

器 械 備 品 多目的デジタルＸ線ＴＶシステム 一  式 

 

 

平成２９年２月２３日 提出 

新城市長  穂 積 亮 次    

 

 

 

 

 

 

 

 



病 院 事 業 会 計 予 算 説 明 書



款 予定額 備考

千円

１　病院事業収益 4,241,354

１ 医業収益 3,579,533

１ 入院収益 1,613,300

２ 外来収益 1,459,534

３ その他医業収益 506,699

２ 医業外収益 514,898

１ 受取利息配当金 1,720

２ 他会計負担金 125,139

３ 他会計補助金 237,981

４ 補助金 27,935

５ 患者外給食収益 3,110

６ 長期前受金戻入 93,022

７ その他医業外収益 25,991

３ 特別利益 146,923

１ 固定資産売却益 1

２ その他特別利益 146,922

平成２９年度新城市病院事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

項 目
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款 目 予定額 備考

千円

１　病院事業費用 4,300,919

１ 医業費用 4,173,229

１ 給与費 2,353,535

２ 材料費 795,929

３ 経費 710,305

４ 減価償却費 288,780

５ 資産減耗費 5,801

６ 研究研修費 18,879

２ 医業外費用 127,188

１ 支払利息及び 71,670

企業債取扱諸費

２ 患者外給食材料費 2,287

３ 院内保育所 19,535

施設運営費

４ 貸倒引当金繰入額 7,200

５ 雑損失 11,496

６ 消費税 15,000

３ 特別損失 2

１ 固定資産売却損 1

２ 過年度損益修正損 1

４ 予備費 500

１ 予備費 500

項

支　　　出
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款 予定額 備考

千円

１　資本的収入 350,891

１ 出資金 84,016

１ 他会計出資金 84,016

２ 負担金 266,737

１ 他会計負担金 266,737

３ その他収入 138

１ その他収入 138

款 予定額 備考

千円

１　資本的支出 604,884

１ 建設改良費 132,268

１ 病院改築事業費 19,340

２ 資産購入費 101,124

３ リース債務支払額 11,804

２ 投資 110,680

１ 長期貸付金 10,200

２ その他投資 100,480

３ 企業債償還金 361,936

１ 企業債償還金 361,936

項 目

資本的収入及び支出

収　　　入

支　　　出

項 目
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 72,714

減価償却費 288,780

長期前払消費税償却 11,495

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,681

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,732

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 1,699

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 13,300

長期前受金戻入額 △ 237,144

受取利息及び受取配当金 △ 1,720

支払利息 71,670

固定資産除却費 5,601

有形固定資産売却損 1

有形固定資産売却益 △ 1

未収金の増減額（△は増加） 34,342

未払金の増減額（△は減少） 49,666

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,119

その他 △ 7,358

小計 132,151

利息及び配当金の受取額 1,720

利息の支払額 △ 71,670

業務活動によるキャッシュ・フロー 62,201

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 1

有形固定資産の取得による支出 △ 111,543

投資有価証券の取得による支出 △ 100,000

長期貸付金の貸付による支出 △ 10,200

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 266,737

その他投資の取得による支出 △ 480

その他投資の回収による収入 138

投資活動によるキャッシュ・フロー 44,653

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 361,936

リース債務の支払による支出 △ 11,804

他会計からの出資による収入 84,016

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 289,724

   　資金増加額(又は減少額） △ 182,870

   　資金期首残高 1,254,829

   　資金期末残高 1,071,959

(平成29年4月1日から平成30年3月31日まで)

平成29年度新城市病院事業

予定キャッシュ・フロー計算書（当年度分）
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特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 6 )

224
(　 )

( 6 )

224
( 5 )

222
(   )

( 5 )
222

( 1 )

2
(   )

( 1 )
2

本年度

前年度

比　較

本年度

前年度

比　較

本年度

前年度

比　較

(注)

給  　与　  費　  明　  細　  書

１　総　　括

区　分

区　分

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

120,562

11,353

721,384 18,031

△ 1,059

882,366

計

（千円） （千円）

67,062 432

休日勤務手当

176,786 29,562

15,207 177,009 28,988

15,405

（千円）

△ 223 574

2,795

（千円）

7,164

12

宿日直手当

△ 4,369

23,08427,389

（千円）

140,382

（千円）

900,397

管理職員特別勤務手当

（千円）

夜間勤務手当

初任給調整手当

（千円）

26,330 23,096 10,972

△ 381

50468,446

198

（千円）

児童手当

（千円）

11,380

8,020

△ 895 20,058

12,275

退職給付費

（千円）

100,504

比
 
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計 5,709

合　計法定福利費

本
年
度

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

区　　　分 賃　金

（千円） （千円）

職　員　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費

2,044,064

900,397

2,336,417

309,471 2,353,535122,076 910,913 110,678 900,397

△ 21,3368,384 5,709

2,044,064 309,471

113,692 905,204 104,348 882,366 2,005,610

2,353,535

104,348 882,366 2,005,610 330,807 2,336,417113,692 905,204

122,076 910,913 110,678

330,807

17,118

　期末勤勉手当には、翌年度6月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額114,505千円が
含まれる。また、本年度において期末勤勉手当として353,579千円を支給するため賞与引当金112,773千円
を使用する。法定福利費には、翌年度6月期末勤勉手当に係る法定福利費のうち本年度発生額である法定福
利費引当金繰入額20,954千円が含まれる。また、本年度において期末勤勉手当に係る法定福利費64,749千
円を支出するため、法定福利費引当金22,653千円を使用する。退職給付費には、本年度期末退職給付引当
金要引当額のうち本年度発生額である退職給付費120,562千円を計上している。また、本年度において退職
手当として133,862千円を支給するため、退職給付引当金133,862千円を使用する。

区　分

38,454 △ 21,336 17,118

＊（　）は、短時間勤務職員の数を外書きしたもの。

8,384

管理職手当

（千円）

特殊勤務手当 時間外勤務手当

（千円） （千円）（千円）

住居手当 通勤手当

（千円）

214,929

215,268

△ 339

6,330

6,330 18,031 38,454

18,031

34,581

36,120

△ 1,539

期末手当

扶養手当

（千円）

17,946

20,646

△ 2,700

勤勉手当

132,362

6,721

7,503

△ 782

地域手当
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区分

給料

・給料の改定率　0.18％

千円

千円
手当

千円

千円

千円

千円

千円

29年
1月1日

現在
28年
1月1日

現在
＊短時間勤務職員を除く。

区 分 医 師 職
(円) 術職　(円)

高校卒
短大卒
大学卒 330,500

平均昇給率　1.03%

２　給料及び手当の増減額の明細
増減額(千円) 増減事由別内訳(千円) 説　明 備　　       　考

5,709 9,332昇給に伴う
増減分

△ 5,292

1,669
・給料改定実施時期：平成28年4月

給与改定に
伴う増減分

その他の増
減分

職員の退職、採用
に伴う増減分

職員の異動等に伴
う増減分

6,083

△ 11,375
18,031 8,904 扶養手当改正に伴

う増減分
扶養手当：配偶者　　　　子
 改定前　 13,000円　　6,500円
 改定後　 10,000円　　8,000円

制度改正に
伴う増減分

初任給調整手当改
正に伴う増減分

初任給調整手当：最高支給限度額を
400円引上げ

564

87

勤勉手当支給率改
定に伴う増減分

勤勉手当：6月期　　　12月期
 改定前　 0.800月　　0.800月
 改定後　 0.850月　　0.850月

職員の退職、採用
に伴う増減分

8,253

そ の 他

３　給料及び手当の状況

22,047

△ 12,920

その他の増
減分

職員の異動等に伴
う増減分

9,127

1,425,421 369,600 389,566 411,651 329,271

（１）　職員１人当たり給与

区         分 医    師 医療技術職員 看 護 師 准看護師 事務・技術

329,484 289,300
平均給料月額(円) 511,736 303,208 311,056 354,900 292,046

平均給料月額(円) 508,988 305,467 322,291 353,950 288,055 285,100
289,300

平均年齢(歳) 49.61 41.08 45.05 56.13 40.21 51.80
平均給与月額(円)

平均年齢(歳) 49.62 40.09 42.67 56.12 40.98

178,200192,700 228,800 178,200 330,500 192,700 228,800
216,400 158,800

158,800 178,100 146,100 158,800 178,100 146,100

平均給与月額(円) 1,412,493 367,984 371,993 387,998

180,700 216,400 158,800 180,700

(円) 医師職(円) 医療技術職(円) 看護職(円) 事務・技術職(円)

（２）　初任給

医療技術職 看 護 職 事務・技  一　般　会　計　の　制　度

50.80

(円)

285,100
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職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

(    ) (    )

1 5.3 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

2 3.7 2 1.8 2 10.5 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

15 27.8 9 8.3 3 15.8 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

1 4.8 16 29.6 54 49.5 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

1 4.8 10 18.5 30 27.5 3 15.8 1 100.0 

(    ) (    ) (  1 ) (100.0) (  1 ) (33.3) (    ) (    ) (    ) (    )

16 76.2 11 20.4 14 12.8 7 36.8 

(    ) (    ) (    ) (    ) (  2 ) (66.7) (    ) (    ) (  1 ) (100.0)

3 14.3 3 15.8 

(    ) (    ) (  1 ) (100.0) (  3 ) (100.0) (    ) (    ) (  1 ) (100.0)

21 100.0 54 100.0 109 100.0 19 100.0 1 100.0 

(    ) (    )

1 5.0 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

2 3.8 2 1.7 2 10.0 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

12 22.6 9 7.5 3 15.0 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

1 4.2 18 34.0 48 40.0 1 5.0 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

2 8.3 9 17.0 38 31.7 3 15.0 1 100.0 

(    ) (    ) (  1 ) (100.0) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

18 75.0 8 15.1 23 19.2 7 35.0 

(    ) (    ) (    ) (    ) (  1 ) (100.0) (    ) (    ) (  1 ) (100.0)

3 12.5 4 7.5 3 15.0 

(    ) (    ) (  1 ) (100.0) (  1 ) (100.0) (    ) (    ) (  1 ) (100.0)

24 100.0 53 100.0 120 100.0 20 100.0 1 100.0 

（３）　級別職員数

区  分

平
成
29
年
1
月
1
日

現
在

7 級

6 級

5 級

4 級

＊構成比は小数点以下第２位を四捨五入してあるので、その合計が100％にならない場合がある。

行政職給料表(一) 行政職給料表(二)医療職給料表(一) 医療職給料表(二) 医療職給料表(三)

平
成
28
年
1
月
1
日

現
在

7 級

6 級

5 級

＊(　)は、短時間勤務職員の数及び構成比を外書きしたもの。

4 級

3 級

2 級

1 級

計

3 級

2 級

1 級

計
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   （級別の標準的な職務内容）

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

医師、歯科医師
の職務

医療部長、診療
部長、医局長、
部長医師、医長
の職務

副院長の職務 院長の職務 － － －

医療技師、栄養
士の職務

薬剤師、相当の
知識経験を必要
とする医療技
師、栄養士の職
務

相当の知識経験
を必要とする薬
剤師、高度の知
識経験を必要と
する医療技師、
栄養士の職務

運営副課長、副
室長、主任薬剤
師、主任技師、
主任栄養士、高
度の知識経験を
必要とする薬剤
師、特に高度の
知識経験を必要
とする医療技
師、栄養士の職
務

運営副部長、運
営課長、運営参
事、室長、参
事、相当の知識
経験を必要とす
る運営副課長、
副室長の職務

運営部長の職務 －

准看護師の職務

看護師、相当の
知識経験を必要
とする准看護師
の職務

相当の知識経験
を必要とする看
護師、高度の知
識経験を必要と
する准看護師の
職務

運営副課長、主
任看護師、高度
の知識経験を必
要とする看護師
の職務

運営副部長、運
営課長、運営参
事、相当の知識
経験を必要とす
る運営副課長の
職務

運営部長の職務 －

定型的な業務を
行う職務

高度の知識又は
経験を必要とす
る業務を行う職
務

主任の職務
係長、主査の職
務

副課長、副室
長、副参事の職
務

副部長、課長、
室長、参事の職
務

部長、理事の職
務

看護助手の職務

相当の技能又は
経験を必要とす
る看護助手の職
務

主任看護助手、
高度の技能又は
経験を必要とす
る看護助手の職
務

－ － － －

（４）　昇給

合　　計 医師職 医療技術職 看護職 一般行政職 技能労務職

230 24 60 126 19 1

191 22 50 102 16 1

１号給（人） － － － － － －

２号給（人） 7 7 － － － －

３号給（人） 1 － 1 － － －

４号給（人） 183 15 49 102 16 1

６号給（人） － － － － － －

８号給（人） － － － － － －

83.0 91.7 83.3 81.0 84.2 100.0

227 24 56 125 20 2

193 20 48 107 17 1

１号給（人） － － － － － －

２号給（人） 5 5 － － － －

３号給（人） 3 － 1 2 － －

４号給（人） 185 15 47 105 17 1

６号給（人） － － － － － －

８号給（人） － － － － － －

85.0 83.3 85.7 85.6 85.0 50.0

区 分

医 師 職

医 療 技 術 職

看 護 職

一 般 行 政 職

技 能 労 務 職

比　率　(B)/(A)（％）

本

年

度

区　　分

号給数別内訳

号給数別内訳

前

年

度

職　　員　　数　(A)（人）

昇給に係る職員数(B)（人）

職　　員　　数　(A)（人）

昇給に係る職員数(B)（人）

比　率　(B)/(A)（％）
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（５）　特殊勤務手当
医　　療 

技術職員

一 般 会 計

の 制 度

（支給率等）

区　  分

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

4.200

( 2.250)

4.300

職制上の段階

備 　考

者　（月分）

最高限度

（月分）

・調整額

その他の 　

加算措置等

よる加算措置

有

35年勤続の

者　（月分）

( 2.250)

備考

有

有

支給率計

( 2.200)

（月分）

同　　　　　　　　　じ

同　　　　　　　　　じ

同　　　　　　　　　じ

（８）　その他の手当

一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

・調整額

支給率等 25.55625 34.5825

・定年前早期

49.5900

同　　　　　　　　　じ

25.55625 34.5825

・定年前早期

  退職特例措

  置49.590049.5900

49.5900

  退職特例措

  置

区　分
20年勤続の 25年勤続の

者　（月分）

一般会計の制度

( 1.050) ( 1.200)

（月分） （月分）

前 年 度
2.025 2.175

本 年 度
2.075 2.225

( 1.200)

＊（　　）は、短時間勤務職員の支給率。

（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

( 1.050)

2.075 2.225 4.300

( 1.025) ( 1.175)

区　　　　　　分 医　師

2.8
給料総額に対する比率

（％）  

その他全職種

17.6

事　務　・

技　術   

0.088.3

看護師　・

准看護師

6.4 0.0

（６）　期末手当・勤勉手当

0.0100.0

0

区　　分

支給期別支給率

22,378

職務の級等に

診療手当、夜間看護等手当、病理検査手当、放射線取扱手当

19,122 0

43.6 0.0

449,515

6 月 12 月

91.1
（29年1月1日現在）  （％） 

支給対象職員１人当たりの

平均支給月額 　　 　（円）
82,866

70.3

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率
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(1)

(2)

(3)

(4)

貸 倒 引 当 金 △ 7,200 22,200

平成２９年度新城市病院事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成３０年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 65,676

建 物 5,812,225

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,360,525 2,451,700

建 物 附 属 設 備 4,696,516

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,396,431 300,085

構 築 物 241,597

減 価 償 却 累 計 額 △ 173,371 68,226

器 械 備 品 2,308,345

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,936,773 371,572

車 両 22,111

減 価 償 却 累 計 額 △ 14,607 7,504

リ ー ス 資 産 113,356

4,102

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 299,905

減 価 償 却 累 計 額 △ 38,144 75,212

有 形 固 定 資 産 合 計 3,339,975

無 形 固 定 資 産

長 期 貸 付 金 29,400

4,102ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

長 期 前 払 消 費 税 234,811

破 産 更 生 債 権 等 3,350

貸 倒 引 当 金 △ 3,350 0
そ の 他 投 資
そ の 他 の 資 産 1,749

投資その他の資産合計 558,665

固 定 資 産 合 計 3,902,742

流 動 資 産

現 金 預 金 1,071,959

未 収 金 650,188

貸 倒 引 当 金 △ 3,152 647,036

貯 蔵 品 36,803

そ の 他 流 動 資 産 0

流 動 資 産 合 計 1,755,798

資 産 合 計 5,658,540
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イ

(2)

イ

ロ

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,486,782

企 業 債 合 計 1,486,782

リ ー ス 債 務 59,296

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 847,103

修 繕 引 当 金 69,778

引 当 金 合 計 916,881

固 定 負 債 合 計 2,462,959

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債 273,900

企 業 債 合 計 273,900

リ ー ス 債 務 19,302

未 払 金 217,235

引 当 金

賞 与 引 当 金 114,505

法定福利費引当金 20,954

引 当 金 合 計 135,459

そ の 他 流 動 負 債 17,179

流 動 負 債 合 計 663,075

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 1,299,341

収 益 化 累 計 額 △ 1,108,224

繰 延 収 益 合 計 191,117

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額 2,593

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計 3,317,151

資　　本　　の　　部

資 本 金 6,149,135

剰 余 金

2,593

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 126,183

当年度未処理欠損金 3,936,522

利 益 剰 余 金 合 計 △ 3,810,339

剰 余 金 合 計 △ 3,807,746

資 本 合 計 2,341,389

負 債 資 本 合 計 5,658,540
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   ・満期保有目的債券 償却原価法(定額法) 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 ・貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法 

建物       定額法 

建物附属設備   定額法 

構築物      定額法 

器械備品     定額法 

車両       定額法 

・主な耐用年数 

建物       ７～３９年 

建物附属設備   ６～４０年 

構築物      ５～６０年 

器械備品     ２～２０年 

車両       ４～１０年 

（２）リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額

に相当する金額のうち、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一

般会計が負担する部分を除く額を計上している。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当にかかる法定福利費の支払に備えるため、当事業年度

末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損等による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計

上している。 
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４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる事項 

（１）消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消

費税等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、固定資産に係

る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、２０年間で均等

償却を行なっている。 

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は、１，１６３，３７０千円である。 

Ⅲ．セグメント情報に関する注記 

１ 報告セグメントの概要 

病院事業会計は、報告セグメントが１つのため、記載を省略している。 

Ⅳ．その他の注記 

１ 引当金の取り崩し 

（１）退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、退職手当として１３３，８６２千円を支給するため、退職

給付引当金１３３，８６２千円を使用する。 

（２）賞与引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、期末勤勉手当として３５３，５７９千円を支給するため、

賞与引当金１１２，７７３千円を使用する。 

（３）法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、期末勤勉手当に係る法定福利費として６４，７４９千円を

支払うため、法定福利費引当金２２，６５３千円を使用する。 

（４）貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、破産更生債権等３，０００千円を不納欠損とするため、貸

倒引当金３，０００千円を使用する。 

２ 新会計基準移行に係る経過措置 

（１）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例

により取り崩すこととする。 

 

 



1

(1)

(2)

(3)

2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

3

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

4

(1)

(2)

(3)

(4)

5

(1)

(2)

6

(1)

(2) 158,276

1

過年度損益修正損 1 2

3,513,184

17,659

118,764

500,955

523,370

219,841

2,199

81,219

89,177

4,046,499

158,278158,277

303,529

229,786

1

24,765

286,180

27,693

長期前受金戻入

支 払 利 息 及 び

533,315

2,400

15,006

116,861

259,050

9,348

特 別 損 失

固定資産売却損

患者外給食材料費

固定資産売却益

その他特別利益

院 内 保 育 所

施 設 運 営 費

雑 損 失

経 常 損 失

特 別 利 益

1,544,746

その他医業収益

医 業 収 益

外 来 収 益

企業債取扱諸費

他 会 計 補 助 金

医 業 外 費 用

国 庫 補 助 金

745,069

655,603

資 産 減 耗 費

医 業 損 失

研 究 研 修 費

受取利息配当金

（単位：千円）

平成２８年度新城市病院事業予定損益計算書（前年度分）

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

材 料 費

経 費

入 院 収 益

1,467,483

医 業 費 用

2,335,293

医 業 外 収 益

その他医業外収益

他 会 計 負 担 金

患者外給食収益 3,424

給 与 費

減 価 償 却 費
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7

(1)

前年度繰越欠損金 3,791,798

△ 500

3,863,808

72,010

当年度未処理欠損金

500 500

当 年 度 純 損 失

予 備 費

予 備 費
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(2)

(3)

(4)

流 動 資 産 合 計 1,971,328

資 産 合 計 5,956,141

貸 倒 引 当 金 △ 5,952 678,577

貯 蔵 品 37,922

そ の 他 流 動 資 産 0

流 動 資 産

現 金 預 金 1,254,829

未 収 金 684,529

そ の 他 投 資
そ の 他 の 資 産 1,407

投資その他の資産合計 457,897

固 定 資 産 合 計 3,984,813

長 期 前 払 消 費 税 237,385

破 産 更 生 債 権 等 6,069

貸 倒 引 当 金 △ 6,069 0

19,200長 期 貸 付 金

5,069ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産 合 計 5,069

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 199,905

減 価 償 却 累 計 額 △ 26,590 86,766

有 形 固 定 資 産 合 計 3,521,847

無 形 固 定 資 産

車 両 19,796

減 価 償 却 累 計 額 △ 13,840 5,956

リ ー ス 資 産 113,356

減 価 償 却 累 計 額 △ 169,923 71,674

器 械 備 品 2,311,177

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,916,336 394,841

建 物 附 属 設 備 4,696,516

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,384,043 312,473

構 築 物 241,597

土 地 65,676

建 物 5,812,225

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,227,764 2,584,461

平成２８年度新城市病院事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成２９年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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負 債 資 本 合 計 5,956,141

利 益 剰 余 金 合 計 △ 3,737,625

剰 余 金 合 計 △ 3,735,032

資 本 合 計 2,330,087

2,593

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 126,183

当年度未処理欠損金 3,863,808

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額 2,593

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計 3,626,054

資　　本　　の　　部

資 本 金 6,065,119

剰 余 金

長 期 前 受 金 1,032,604

収 益 化 累 計 額 △ 871,080

繰 延 収 益 合 計 161,524

135,426

そ の 他 流 動 負 債 18,334

流 動 負 債 合 計 703,104

繰 延 収 益

引 当 金

賞 与 引 当 金 112,773

法定福利費引当金 22,653

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計 361,935

リ ー ス 債 務 19,839

未 払 金 167,570

930,181

固 定 負 債 合 計 2,761,426

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債 361,935

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 860,403

修 繕 引 当 金 69,778

引 当 金 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,760,682

企 業 債 合 計 1,760,682

リ ー ス 債 務 70,563

負　　債　　の　　部

固 定 負 債
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   ・満期保有目的債券 償却原価法(定額法) 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 ・貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法 

建物       定額法 

建物附属設備   定額法 

構築物      定額法 

器械備品     定額法 

車両       定額法 

・主な耐用年数 

建物       ７～３９年 

建物附属設備   ６～４０年 

構築物      ５～６０年 

器械備品     ２～２０年 

車両       ４～１０年 

（２）リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額

に相当する金額のうち、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一

般会計が負担する部分を除く額を計上している。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当にかかる法定福利費の支払に備えるため、当事業年度

末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損等による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計

上している。 
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４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる事項 

（１）消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消

費税等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、固定資産に係

る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、２０年間で均等

償却を行なっている。 

 Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

  １ 重要な非資金取引の内容 

     当事業年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資金及び負債の額は、

それぞれ５２，７１１千円、５６，９４２千円である。 

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する注記 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は、１，３６２，３６６千円である。 

Ⅳ．セグメント情報に関する注記 

１ 報告セグメントの概要 

病院事業会計は、報告セグメントが１つのため、記載を省略している。 

Ⅴ．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

１ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内   ２４８千円 

   １年超     ０千円 

     計    ２４８千円 

Ⅵ．その他の注記 

１ 引当金の取り崩し 

（１）退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、退職手当として１０１，０８６千円を支給するため、退職

給付引当金１０１，０８６千円を使用する。 

（２）賞与引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、期末勤勉手当として３３４，９３３千円を支給するため、

賞与引当金１００，０７６千円を使用する。 

（３）法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、期末勤勉手当に係る法定福利費として６７，６４９千円を

支払うため、法定福利費引当金１９，７８３千円を使用する。 

（４）貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、破産更生債権等３，０００千円を不納欠損とするため、貸

倒引当金３，０００千円を使用する。 

２ 新会計基準移行に係る経過措置 

（１）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例

により取り崩すこととする。 

（２）リース資産に係る経過措置 

リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
















